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日
本
の
人
口
は
戦
後
増
加
を
続
け
て
き
ま
し
た
が
、2
0
0
8（
平

成
20
）年
に
１
億
2
8
0
8
万
人
と
な
って
以
降
、人
口
減
少
局
面
に
入
っ

て
お
り
、2
0
5
6
年
に
は
１
億
人
を
下
回
る
と
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

横
浜
市
は
、2
0
2
5（
令
和
７
）年
4
月
現
在
の
人
口
が
約

3
7
7
万
人
で
、日
本
国
内
で
最
も
多
く
の
市
民
が
暮
ら
す
基
礎
自
治

体
で
す
。

全
国
的
に
人
口
減
少
局
面
に
あ
る
中
、２
０
２
１（
令
和
３
）年
以
降

３
年
連
続
で
マ
イ
ナ
ス
だ
っ
た
人
口
増
減
数
が
２
０
２
４（
令
和
６
）年
に

3
6
4
人
の
プ
ラ
ス
に
転
じ
、２
０
２
５（
令
和
７
）年
も
1
6
4
人
の
人

口
増
で
し
た
。こ
れ
を
社
会
増
減
数
と
自
然
増
減
数
に
分
け
て
み
る
と
、

社
会
増
減
数
は
１
万
８
８
９
６
人（
転
入
15
万
２
６
８
５
人
、転
出
13
万

４
０
７
０
人
、そ
の
他
増
減
２
６
７
人
増
）の
増
加
、自
然
増
減
数
は
１
万

８
７
３
２
人（
出
生
２
万
１
８
３
１
人
、死
亡
４
万
５
６
３
人
）の
減
少
と

な
って
い
ま
す
。２
０
２
４（
令
和
６
）年
中
の
増
減
数
と
比
べ
る
と
、社
会

増
減
数
は
94
人
の
増
加
、自
然
増
減
数
は
２
９
４
人
の
減
少
と
な
って
い

ま
す（
図
１
）。

２
０
２
４（
令
和
６
）年
中
の
転
入
・
転
出
を
地
域
別
に
み
る
と
、神

奈
川
県
内
と
東
京
都
、埼
玉
県
、千
葉
県
を
合
わ
せ
た
東
京
圏
内
の
転

入
・
転
出
が
多
く
、転
入
者
の
53
・
1
％（
８
万
６
０
８
人
）、転
出
者
の

62
・
９
％（
８
万
４
２
６
４
人
）を
占
め
て
お
り
、△
３
６
５
６
人
の
転
出

超
過
と
な
って
い
ま
す
。東
京
圏
内
を
さ
ら
に
地
域
別
に
み
る
と
、転
入

超
過
と
な
っ
た
の
は
横
須
賀
三
浦
地
区
が
７
８
９
人
で
最
も
多
く
、次
い

で
川
崎
市（
６
７
０
人
）、埼
玉
県
・
千
葉
県（
５
８
１
人
）と
な
って
い
ま

す
。一
方
、東
京
都
区
部
以
外（
△
１
３
５
５
人
）、県
央
地
区（
△
１
２
７

０
人
）、湘
南
地
区（
△
６
４
０
人
）、相
模
原
市（
△
３
５
８
人
）、県
内
そ

の
他
△
24
人
）に
対
し
て
は
転
出
超
過
と
な
って
い
ま
す
。ま
た
、東
京
都

区
部（
△
２
０
４
９
人
）に
対
し
て
は
、２
０
２
０（
令
和
２
）年
か
ら
２
０

２
２（
令
和
４
）年
ま
で
転
入
超
過
で
し
た
が
、２
０
２
３（
令
和
５
）年
か

ら
２
年
連
続
し
て
転
出
超
過
と
な
って
い
ま
す
。東
京
圏
外
の
他
の
道
府

県
と
の
転
入
・
転
出
で
は
、転
入
は
増
加
、転
出
が
減
少
し
た
結
果
、転

入
超
過
数
は
前
年
よ
り
１
０
１
４
人
多
い
１
万
１
７
３
２
人
と
な
って
い

ま
す
。国
外
と
の
転
入
・
転
出
は
と
も
に
増
加
し
、転
入
超
過
数
は
前

年
と
比
べ
１
７
０
７
人
多
い
９
６
５
４
人
と
な
って
い
ま
す（
図
２
）。

人
口
の
動
き
を
行
政
区
別
に
み
る
と
、2
0
2
4（
令
和
６
）年
中

は
６
区
で
増
加
、12
区
で
減
少
し
て
い
ま
す
。人
口
が
増
加
し
た
区
で
は
、

港
北
区
が
２
６
４
３
人
と
最
も
増
加
し
、次
い
で
神
奈
川
区
２
１
１
１

人
、鶴
見
区
１
８
６
３
人
の
順
と
な
って
い
ま
す
。増
加
率
で
み
る
と
、西

区（
０
・
98
％
）、中
区（
０
・
86
％
）、神
奈
川
区（
０
・
85
％
）の
３
区
が

０
・
80
％
を
超
え
、他
の
区
と
比
べ
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。減
少
し
た
区

で
は
、港
南
区
が
△
１
６
９
９
人（
増
加
率
△
０
・
80
％
）と
最
も
減
少
し
、

次
い
で
金
沢
区
△
１
２
８
４
人（
同
△
０
・
66
％
）、青
葉
区
△
１
２
０
４
人

（
同
△
０
・
39
％
）の
順
と
な
って
い
ま
す
。前
年
と
比
べ
、緑
区（
17
人
→

△
２
０
９
人
）、都
筑
区（
４
２
１
人
→
△
６
０
９
人
）で
は
増
加
か
ら
減

少
に
転
じ
ま
し
た
。減
少
か
ら
増
加
に
転
じ
た
区
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た

（
図
３
）。

な
お
、２
０
１
４（
平
成
26
）年
か
ら
２
０
２
４（
令
和
６
）年
の
間
、神

奈
川
区
、港
北
区
で
は
毎
年
人
口
が
増
加
し
続
け
て
お
り
、旭
区
、金
沢

区
、泉
区
、瀬
谷
区
で
は
毎
年
減
少
を
続
け
て
い
ま
す
。

令
和
6
年
か
ら
２
年
連
続
で
人
口
増

東
京
圏
内
の
移
動
が
半
数
以
上
を
占
め
る

6
区
で
人
口
が
増
加

増
加
数
は
港
北
区
が
最
多

２
０
２
４（
令
和
６
）年
12
月
末
現
在
、住
民
基
本
台
帳
に
記
載
の
あ

る
外
国
人
の
数
は
12
万
６
７
５
７
人
で
総
人
口
の
３
・
４
％
を
占
め
て
い

外
国
人
人
口
の
増
加

人口増加数の推移
人口動態と年齢別人口（横浜市政策経営局）
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第
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章

統
計
で
み
る
横
浜
の
現
状

ま
す（
図
４
）。対
前
年
増
加
数
は
１
万
人
を
超
え
、１
万
７
８
４
人（
増

加
率
９
・
３
％
）で
し
た
。過
去
10
年
間
の
外
国
人
人
口
の
推
移
を
み
る

と
、２
０
１
５（
平
成
27
）年
に
８
万
人
を
、２
０
１
９（
令
和
元
）年
に
は

10
万
人
を
超
え
る
規
模
に
ま
で
増
加
し
ま
し
た
。新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
感
染
拡
大
の
影
響
で
令
和
２
年
、３
年
と
減
少
が
続
き
10
万

人
を
割
り
込
み
ま
し
た
が
、２
０
２
２（
令
和
４
）年
に
は
再
び
10
万
人

を
超
え
、２
０
２
４（
令
和
６
）年
は
、総
人
口
に
占
め
る
割
合
と
と
も
に

過
去
最
大
と
な
り
ま
し
た
。

国
籍
・
地
域
別
に
み
る
と
、中
国
が
４
万
５
２
１
５
人（
外
国
人
人

口
の
35
・
７
％
）と
最
も
多
く
、ベ
ト
ナ
ム
が
１
万
３
３
８
８
人（
同
10
・

６
％
）、韓
国
・
朝
鮮
が
１
万
２
９
８
４
人（
同
10
・
２
％
）と
続
き
、こ
れ

ら
で
全
体
の
５
割
以
上
を
占
め
て
い
ま
す
。ま
た
対
前
年
増
加
数
を
み

る
と
、中
国
が
２
６
９
９
人
と
最
も
多
く
、続
い
て
ネ
パ
ー
ル
２
０
６
２
人
、

ベ
ト
ナ
ム
１
８
４
２
人
と
な
って
い
ま
す
。

行
政
区
別
に
み
る
と
、外
国
人
人
口
は
全
区
で
増
加
し
て
い
ま
す
。

増
加
数
が
最
も
多
い
の
は
鶴
見
区
の
１
６
８
３
人
で
、中
区（
1
5
3
1

人
）が
続
い
て
い
ま
す
。ま
た
、増
加
率
が
最
も
高
い
の
は
旭
区（
14
・

52
％
）で
、神
奈
川
区（
12
・
34
％
）、金
沢
区（
11
・
78
％
）と
続
い
て
い

ま
す
。

２
０
２
５（
令
和
７
）年
１
月
１
日
現
在
に
お
け
る
年
齢
３
区
分
別
人

口
を
み
る
と
、年
少
人
口（
０
～
14
歳
）が
40
万
９
３
６
２
人
、生
産
年
齢

人
口（
15
～
64
歳
）が
２
３
２
万
６
５
３
８
人
、老
年
人
口（
65
歳
以
上
）

が
93
万
４
８
９
５
人
と
な
って
い
ま
す
。年
少
人
口
は
減
少
傾
向
に
あ
り

ま
す
が
、生
産
年
齢
人
口
は
令
和
４
年
以
降
増
加
し
て
い
ま
す
。老
年

人
口
は
３
５
５
４
人
の
増
加
で
、総
人
口（
年
齢
不
詳
を
除
く
）に
占
め
る

割
合
は
25
・
５
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、老
年
人
口
の
う
ち
75
歳
以

上
は
54
万
９
４
３
５
人
で
老
年
人
口
の
６
割
近
く
を
占
め
、年
少
人
口

を
も
上
回
って
い
ま
す
。

全
国
と
比
較
す
る
と
、横
浜
市
は
生
産
年
齢
人
口
の
割
合
が
高
く
、

老
年
人
口
の
割
合
が
低
く
な
って
い
ま
す
。ま
た
、全
国
、横
浜
市
の
い
ず

れ
も
老
年
人
口
が
年
少
人
口
を
上
回
っ
て
お
り
、そ
の
差
は
拡
大
す
る

傾
向
に
あ
り
ま
す（
図
５
）。

老
年
人
口
割
合
は
25
・
5
％
、

う
ち
半
数
以
上
が
75
歳
以
上

地域別にみた転入・転出者数（令和６年中）
人口動態と年齢別人口（横浜市政策経営局）

図2
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行政区別人口増加率（令和６～７年）
人口動態と年齢別人口（横浜市政策経営局）

図3

外国人人口の推移（平成27年～令和６年）
人口動態と年齢別人口（横浜市政策経営局）
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図5 年少人口、生産年齢人口及び老年人口の割合の推移
［全国・横浜市］（昭和57年～令和７年）
人口動態と年齢別人口（横浜市政策経営局）

（令和７年１月１日時点）

区名
鶴見区
神奈川区
西区
中区
南区
港南区
保土ケ谷区
旭区
磯子区
金沢区
港北区
緑区
青葉区
都筑区
戸塚区
栄区
泉区
瀬谷区

人口総数
297,511

251,783

107,420

153,441

199,270

211,711

205,266

240,501

164,435

193,191

365,705

182,598

307,875

214,698

282,200

120,343

150,436

121,200

+0.75%以上
0.0～+0.75%未満
-0.25％～0.0％未満
-0.5％～-0.25%未満
-0.5%未満


